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１．国民の皆様へ 
 

産業技術総合研究所（以下「産総研」という。）は、鉱工業の科学技術に関する研究及び開発等の業務を

総合的に行い、産業技術の向上及びその成果の普及を図ることにより、もって経済及び産業の発展並びに

鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保に資することを目的としています。そのため、１．

鉱工業の科学技術に関する研究、開発等の業務、２．地質の調査、３．計量標準の設定、計量器の検定、検

査、研究、開発等の業務、４．技術指導及び成果の普及、５．産業技術力強化法に規定する技術経営力の

強化に寄与する人材養成業務、６．研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研

究開発等の効率的推進等に関する法律の規定による出資（金銭の出資を除く。）並びに人的及び技術的援

助に関する業務を行っています。 

 

平成２７年度からスタートした第４期中長期目標期間（平成２７年度から平成３１年度までの５年間）におい

ては、第一に、産業技術政策の中核的実施機関として、革新的な技術シーズを事業化に繋ぐ「橋渡し」の役

割を果たすことを目指し、技術シーズを目的に応じて骨太にする「橋渡し」研究前期及び実用化や社会での

活用のための「橋渡し」研究後期に取り組むとともに、「橋渡し」研究の中で必要となった基礎研究及び将来

の「橋渡し」の芽を産み出す基礎研究を目的基礎研究として推進しています。この「橋渡し」については、第４

期中長期目標期間における最重要の経営課題と位置づけて取り組んでいます。また、地域イノベーションの

推進に向けて、公設試験研究機関等とも連携し、全国レベルでの「橋渡し」を行っています。第二に、地質調

査及び計量標準に関する我が国における責任機関として、今時の多様な利用者ニーズに応えるべく、当該

分野における知的基盤の整備と高度化を国の知的基盤整備計画に沿って実施しています。また、新規技術

の性能・安全性の評価技術や標準化等、民間の技術開発を補完する基盤的な研究開発等を実施していま

す。第三に、これらのミッションの達成に当たって、新たな人事制度の導入と積極的な活用等を通じて研究人

材の拡充と流動化、育成に努めるとともに、技術経営力の強化に資する人材の養成を図ることとしていま

す。 

 

第４期中長期目標期間の研究組織については、①融合的研究を促進し、産業界が将来を見据えて産総研

に期待する研究ニーズに応えられるよう、また、②産業界が自らの事業との関係で産総研の研究内容を分

かり易くし、活用につながるよう、次の７つの領域（５領域・２総合センター）に再編しました。情報と人間工学、

材料と化学、そしてエレクトロニクスと製造をそれぞれあわせて新たな領域とし、産総研がもつ総合力を充分

に発揮することで、我が国のイノベーション・ナショナルシステムの構築に貢献していきます。 

 

（１）エネルギー・環境領域 

エネルギー・環境問題の解決に欠かせない技術を提供することを目指し、新エネルギーの導入を促進

する技術、エネルギーを高密度で貯蔵する技術、エネルギーを効率的に変換・利用する技術、エネルギー

資源を有効活用する技術、及び環境リスクを評価・低減する技術の開発を行います。 

 

（２）生命工学領域 

健康長寿社会を実現するための技術を創出することを目指し、創薬基盤技術、医療基盤・ヘルスケア技

術、及び生物機能活用による医薬原材料等の物質生産技術の開発を行います。 

 

（３）情報・人間工学領域 

産業競争力の強化と豊かで快適な社会の実現に繋がる人間に配慮した情報技術を提供することを目

指し、情報技術の研究と人間工学の研究を統合し、ビッグデータから価値を創造する人工知能技術、産業

や社会システムの高度化に資するサイバーフィジカルシステム技術、快適で安全な社会生活を実現する

人間計測評価技術、産業と生活に革命的変革を実現するロボット技術の開発を行います。 

 

（４）材料・化学領域 

最終製品の競争力の源となる革新的部材・素材を提供することを目指し、材料の研究と化学の研究を

統合し、グリーンサステイナブルケミストリーの推進及び化学プロセスイノベーションの推進に取り組むとと
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もに、ナノカーボンをはじめとするナノ材料の開発とその応用技術、新たなものづくり技術を牽引する無機

機能材料、及び省エネルギー社会構築に貢献する先進構造材料と部材の開発を行います。 

 

（５）エレクトロニクス・製造領域 

世界をリードする電子・光デバイス技術と革新的な製造技術を創出することを目指し、エレクトロニクス

の研究と製造技術の研究を統合し、情報通信システムの高性能化および超低消費電力化技術、もののイ

ンターネット化に対応する製造およびセンシング技術、ものづくりにおける産業競争力強化のための設計・

製造技術、及び多様な産業用部材に適用可能な表面機能付与技術の開発を行います。 

 

（６）地質調査総合センター 

地質調査のナショナルセンターとしての地質情報の整備、レジリエントな社会基盤の構築に資する地質

の評価、地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発、及び地質情報の管理と社会利用促進を行いま

す。 

 

（７）計量標準総合センター 

計量標準の整備と利活用促進、法定計量業務の実施と人材の育成、計量標準の普及活動、及び計量

標準に関連した計測技術の開発を行います。 
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２．研究所の基本情報 

 

（１） 産業技術総合研究所の概要 
 

① 目的 
国立研究開発法人産業技術総合研究所は、鉱工業の科学技術に関する研究及び開発等の業務を総合的

に行うことにより、産業技術の向上及びその成果の普及を図り、もって経済及び産業の発展並びに鉱物資源

及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保に資することを目的とする。（国立研究開発法人産業技

術総合研究所法第３条） 

 

② 業務内容 
産総研は、国立研究開発法人産業技術総合研究所法第３条の目的を達成するため以下の業務を行いま

す。 

１） 鉱工業の科学技術に関する研究及び開発並びにこれらに関連する業務 

２） 地質の調査業務  

３） 計量の標準を設定、計量器の検定、検査、研究及び開発並びにこれらに関連する業務並びに計

量に関する教習業務 

４） 上記業務に係る技術指導及び成果の普及業務 

５） 産業技術力強化法第２条第２項に規定する技術経営力の強化に寄与する人材を養成し、その資

質の向上を図り、及びその活用を促進する業務 

６） 研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等

に関する法律の規定による出資（金銭の出資を除く。）並びに人的及び技術的援助に関する業務 

 

③ 沿 革 
① 平成１３年１月 

中央省庁等改革に伴い、「通商産業省」が「経済産業省」に改組。これにより工業技術院の本院各課は産

業技術環境局の一部として、また工業技術院の各研究所は産業技術総合研究所内の各研究所として再

編された。 

② 平成１３年４月 

一部の政府組織の独立行政法人化に伴い、旧工業技術院１５研究所と計量教習所が統合され、独立行

政法人産業技術総合研究所となった。 

③ 平成１７年４月 

効率的・効果的な業務運営を目的とし、特定独立行政法人から非公務員型の独立行政法人へと移行し

た。 

   ④ 平成２７年４月 

独立行政法人通則法の改正に伴い、独立行政法人産業技術総合研究所から国立研究開発法人産業技

術総合研究所へ名称を変更した。 

⑤ 平成２８年１０月 

特定国立研究開発法人による研究開発等の促進に関する特別措置法の制定に伴い、特定国立研究開発

法人に指定された。 

 

④ 設立に係る根拠法 
国立研究開発法人産業技術総合研究所法 （平成１１年１２月２２日法律第２０３号） 

（最終改正：平成２６年６月１３日（平成２６年法律第６７号）） 

 

⑤ 主務大臣（主務省所管課等） 
経済産業大臣 （産業技術環境局 研究開発課 産業技術総合研究所室） 
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⑥ 組織図 

 

 

 

  

理事長 経営戦略会議 

理事会 

人事委員会 研究戦略委員会 

コンプライアンス推進本部 

監査室 

評価部 
ＴＩＡ推進センター 

エネルギー・環境領域 

創エネルギー研究部門   太陽光発電研究センター 

電池技術研究部門      再生可能エネルギー研究センター 

省エネルギー研究部門   先端パワーエレクトロニクス研究センター 

環境管理研究部門 

安全科学研究部門 

生命工学領域 

創薬基盤研究部門      創薬分子プロファイリング研究センター 

バイオメディカル研究部門 

健康工学研究部門 

生物プロセス研究部門 

情報・人間工学領域 

情報技術研究部門      自動車ヒューマンファクター研究センター 

人間情報研究部門      ロボットイノベーション研究センター 

知能システム研究部門    人工知能研究センター 

材料・化学領域 

機能化学研究部門     触媒化学融合研究センター 

化学プロセス研究部門   ナノチューブ実用化研究センター 

ナノ材料研究部門      機能材料コンピュテーショナルデザイン 

無機機能材料研究部門   研究センター 

構造材料研究部門      磁性粉末冶金研究センター 

 
エレクトロニクス・製造領域 

ナノエレクトロニクス研究部門  スピントロニクス研究センター 

電子光技術研究部門     フレキシブルエレクトロニクス研究センター 

製造技術研究部門      先進コーティング技術研究センター 

                   集積マイクロシステム研究センター 

地質調査総合センター 

活断層・火山研究部門 

地圏資源環境研究部門 

地質情報研究部門 

地質情報基盤センター 

 

計量標準総合センター 

工学計測標準研究部門 

物理計測標準研究部門 

物質計測標準研究部門 

分析計測標準研究部門 

計量標準普及センター 

 

企画本部 

 

イノベーション推進本部 

 

環境安全本部 

 

総務本部 

 

東京本部 

 

つくばセンター 

 

福島再生可能エネルギー研究所 

 

臨海副都心センター 

 

北海道センター 

東北センター 

中部センター 

関西センター 

中国センター 

四国センター 

九州センター 

監事 

 

 

（平成 30年 3月 31日現在） 
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⑦ その他法人の概要 
該当なし。 

 

（２） 事業所（従たる事務所を含む。）の所在地（平成 30年 3月 31日現在） 

①  東京本部  〒100-8921  東京都千代田区霞が関一丁目3番1号 

②  北海道センター 〒062-8517  北海道札幌市豊平区月寒東二条十七丁目2番地1号 

③  東北センター 〒983-8551  宮城県仙台市宮城野区苦竹四丁目2番地1 

④  つくばセンター 〒305-8561  茨城県つくば市東一丁目1番地1（代表） 

⑤  臨海副都心センター 〒135-0064  東京都江東区青海二丁目3番地26号 

⑥  中部センター 〒463-8560  愛知県名古屋市守山区下志段味穴ヶ洞2266-98 

⑦  関西センター 〒563-8577  大阪府池田市緑丘一丁目8番地31 

⑧  中国センター 〒739-0046  広島県東広島市鏡山三丁目11番32号 

⑨  四国センター 〒761-0395  香川県高松市林町2217番14 

⑩  九州センター 〒841-0052  佐賀県鳥栖市宿町807番地1 

⑪  福島再生可能エネルギー研究所 

 〒963-0298  福島県郡山市待池台二丁目2番地9号 

 

（３）資本金の額及び出資者ごとの出資額（前事業年度末からのそれぞれの増減

を含む。） 

（単位：百万円） 

区  分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 284,741 0 0 284,741 

 
（４） 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴 

平成30年3月31日現在 
役 職 氏  名 任    期 担当 経  歴 

理事長 中鉢 良治 自 平成 27年 4月 1日 

至 平成 32年 3月 31日 

コンプライアンス

推進本部長 

昭和 52年 4月 ソニー株式会社入社 

平成 11年 6月 同社執行役員 

平成 17年 6月 同社取締役 代表執行役 

社長 兼 エレクトロニクス CEO 

平成 21年 4月 同社取締役 代表執行役

副会長 

平成 25年 4月 独立行政法人産業技術総

合研究所理事長 

平成 27 年国立研究開発法人産業技術総

合研究所理事長 

副理事長 

（常勤） 

三木 幸信 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

コンプライアンス

推進本部副本部

長、つくばセンタ

ー所長 

昭和 57年 4月 工業技術院計量研究所採

用 

平成 18年 4月 独立行政法人産業技術総

合研究所計量標準管理センター長 

平成 22年 4月 同研究所計測標準研究部

門長 

平成 24年 4月 同研究所理事 

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所理事 

平成 29年 4月 同研究所副理事長 
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理事 

（常勤） 

島田 広道 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

環境安全本部長、

評価部長、情報化

統括責任者 

昭和 55年 4月 工業技術院化学技術研究

所採用 

平成 16年 5月 独立行政法人産業技術総

合研究所環境化学技術研究部門長 

平成 23年 4月 同研究所研究環境安全本

部長 

平成 25年 4月 同研究所理事 

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所理事 

理事 

（非常勤） 

藤川 淳一 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

 昭和 45年 4月 東レ株式会社入社 

平成 14年 6月 同社取締役 経営企画室

長  

平成 16年 6月 同社常務取締役 経営企

画室長  

平成 19年 6月 同社専務取締役 経営企

画室統括 電子情報機材事業本部長  

平成 22年 6月 同社代表取締役副社長 

経営企画室長  

平成 26年 6月 同社常任顧問 東レ総合

研修センター所長  

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所理事 

理事 

（常勤） 

松岡 克典 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

生命工学領域領

域長 

昭和 58年 4月 工業技術院大阪工業技術

試験所採用 

平成 18年 7月 独立行政法人産業技術総

合研究所研究業務推進部門長  

平成 24年 4月 同研究所北海道センター

所長  

平成 26 年 5 月 同研究所ライフサイエンス

分野研究統括  

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所理事 

理事 

（常勤） 

小林 哲彦 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

エネルギー・環境

領域領域長 

昭和 59年 4月 工業技術院大阪工業技術

試験所採用 

平成 16年 4月 独立行政法人産業技術総

合研究所ユビキタスエネルギー研究部門

長  

平成 25年 4 月 同研究所関西センター所

長  

平成 26年 5月 同研究所環境・エネルギ

ー分野研究統括  

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所理事 

理事 

（常勤） 

金丸 正剛 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

TIAセンター長、エ

レクトロニクス・製

造領域領域長 

昭和 62年 4月 工業技術院電子技術総合

研究所採用 

平成 20年 4月 独立行政法人産業技術総

合研究所エレクトロニクス研究部門長 

平成 23 年 4 月 同研究所ナノエレクトロニ

クス研究部門長 

平成 26年 5月 同研究所情報通信・エレク

トロニクス分野研究総括、ナノテクノロジ

ー・材料・製造分野研究総括 

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所エレクトロニクス・製造領域

長 

平成 29年 4月 同研究所理事 
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理事 

（常勤） 

関口 智嗣 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

情報・人間工学領

域領域長 

昭和 59年 4月 工業技術院電子技術総合

研究所採用 

平成 14年 1月 同研究所グリッド研究セン

ター長

平成 20年 4月 独立行政法人産業技術総

合研究所情報技術研究部門長

平成 24年 4月 同研究所情報通信・エレク

トロニクス分野副研究総括

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所情報・人間工学領域長

平成 29年 4月 同研究所理事

理事 

（常勤） 

村山 宣光 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

材料・化学領域領

域長 

昭和 61年 4月 工業技術院名古屋工業技

術試験所採用 

平成 21年 4月 独立行政法人産業技術

総合研究所先進製造プロセス研究部門長 

平成25年4月 同研究所ナノテクノロジー・

材料・製造分野副研究総括  

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所材料・化学領域長  

平成 29年 4月 同研究所理事 

理事 

（常勤） 

加藤 一実 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

評価部長、総務本

部イノベーション

スクール長

平成 5 年 4 月 工業技術院名古屋工業技

術試験所採用 

平成 25年 4月 独立行政法人産業技術総

合研究所先進製造プロセス研究部門主席

研究員  

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所材料・化学領域無機能材料

研究部門主席研究員・副研究部門長  

平成 28年 6月 同研究所評価部長  

平成 29年 4月 同研究所理事 

理事 

（常勤） 

白石 重明 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

総務本部長 昭和 63年 4月 通商産業省採用 

平成 17年 7月 経済産業省通商政策局情

報調査課長 

平成 17年 8月 同省通商政策局企画調査

室長 

平成 18年 7月 独立行政法人経済産業研

究所上席研究員 

平成 21 年 7 月 内閣官房内閣参事官（行

政改革推進室） 

平成 24年 8月 経済産業省商務情報政策

局サービス政策課長  

平成26年7月 内閣官房内閣参事官（副長

官補佐） 

平成 28年 6月 独立行政法人経済産業研

究所総務ディレクター  

平成 29年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所理事 

理事 

（常勤） 

岡田 武 自 平成 29年 4月 1日 

至 平成 31年 3月 31日 

企画本部長 平成 3年 4月 通商産業省採用 

平成 21年 7月 経済産業省中部経済産業

局地域経済部長 

平成 24年 8月 同省通商情報政策局情報

プロジェクト室長 

平成 25年 6月 内閣官房情報通信技術

（IT）総合戦略室参事官 

平成 25 年 6 月 独立行政法人新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構 電子・材料・ナ

ノテクノロジー部長

平成 27年 7月 経済産業省産業技術環境
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局研究開発課長  

平成 29年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所理事 

監事 

（常勤） 

風間 澄之 自 平成 27年 4月 1日 

至 平成 32年 8月見込  

み 

※監事の任期は、中長

期目標期間の最後の事

業年度の財務諸表承認

日まで。 

 昭和 56年 4月 大和証券株式会社入社  

平成 16年 5月 株式会社大和総研執行役

員 投資調査本部長 

平成 18 年 4 月 同社常務執行役員 投資

調査本部長  

平成 22年 4月 同社専務取締役 

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所監事 

監事 

（常勤） 

渡邉 修治 自 平成 29年 8月 1日 

至 平成 32年 8月見込  

み 

※監事の任期は、中長

期目標期間の最後の事

業年度の財務諸表承認

日まで。 

 昭和 50年 4月 工業技術東京工業試験所

採用  

平成16年10月 独立行政法人産業技術総

合研究所能力開発部門審議役、人事室長 

平成22年10月 同研究所第五研究業務推

進部長 

平成24年10月 同研究所第二研究業務推

進部長 

平成 27年 4月 国立研究開発法人産業技

術総合研究所第二研究業務推進部長 

平成 27年 10月 同研究所参事、監査室長 

平成 29年 8月 同研究所監事 

 

（５） 常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平均年齢並びに法

人への出向者数 

常勤職員は平成29年度末現在3,011名（前年度末比54名増加、1.8％増（役員を除く））であり、平均年

齢は45．9歳（前年度末45．8歳）となっている。このうち、国からの出向者は17名、民間からの出向者

は１名、独立行政法人からの出向者は０名である。平成30年3月31日退職者は114名である。 
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３．財務諸表の要約 
（1）要約した財務諸表 

① 貸借対照表 
   （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 32,498 流動負債 32,403 

  現金・預金 25,397   運営費交付金債務 10,148 

  未収金  5,484   未払金 14,603 

  その他 1,617   その他 7,652 

固定資産 290,989 固定負債 26,693 

  建物等 529,020   資産見返負債 26,239 

  建物等減価償却累計額 △349,910    長期預り寄附金 329 

  建物等減損損失累計額 △ 2,866   長期リース債務 81 

  土地 110,644   退職給付引当金 44 

  土地減損損失累計額 △ 1,956 負債合計 59,096  

  建設仮勘定 2,591 純資産の部  

  産業財産権 1,033 資本金 284,741 

  ソフトウェア 667   政府出資金 284,741 

  その他の無形固定資産 1,420 資本剰余金 △35,568 

  投資その他の資産 348 利益剰余金 15,217 

    純資産合計 264,391 

資産合計 323,487 負債純資産合計 323,487 
［注］金額欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは一致しないものがある。 

 

②損益計算書  
（単位：百万円） 

  金額 

経常費用（A） 100,231 

  研究業務費 93,034 

    人件費 41,918 

    減価償却費 19,758 

    その他 31,357 

  一般管理費 7,174 

    人件費 3,270 

    減価償却費 175 

    その他 3,729 

  財務費用 24 

    支払利息 24 

経常収益（B） 103,445 

  運営費交付金収益 66,093 

  物品受贈収益 4,346 

  知的所有権収益 355 

  研究収益 7,643 

  受託収益 22,883 

  その他 2,125 

臨時損益（C） △ 151 
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前中期目標期間繰越積立金取崩額(D) 3,431 

当期総利益（B-A+C+D） 6,494 

［注］金額欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは一致しないものがある。 

 

③ キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

  金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 15,408 

  研究業務支出 △ 32,809 

  人件費支出 △ 45,265 

  その他の業務支出 △ 3,918 

  科研費等預り金支出 △ 2,273 

  運営費交付金収入 63,521 

  受託収入 22,761 

  手数料収入 131 

  施設費収入 30 

   寄附金収入 32 

   補助金等収入 995 

  知的所有権収入 377 

   建物及び物件貸付料 94 

  科研費等預り金収入 2,311 

  その他の業務収入 9,725 

   消費税等支払額 △ 281 

   利息の支払額 △ 24 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △ 11,415 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △ 352 

Ⅳ資金増加額（D=A+B+C） 3,641 

Ⅴ資金期首残高（E） 19,756 

Ⅵ資金期末残高（F=D+E） 23,397 

［注］金額欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは一致しないものがある。 

 

④ 行政サービス実施コスト計算書 
（単位：百万円） 

  金額 

Ⅰ業務費用 66,566 

  損益計算書上の費用 100,453 

  （控除）自己収入等 △ 33,887 

(その他の行政サービス実施コスト)   

Ⅱ損益外減価償却相当額 33,394 

Ⅲ損益外減損損失相当額 428 

Ⅳ損益外除売却差額相当額 0 

Ⅴ引当外賞与見積額 41  

Ⅵ引当外退職給付増加見積額 △1,072 

Ⅶ機会費用 970 

Ⅷ（控除）法人税等及び国庫納付額 - 

Ⅸ行政サービス実施コスト 100,328 

［注］金額欄の計数は、原則としてそれぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは一致しないものがある。 
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（2）財務諸表の科目の説明 
① 貸借対照表 

現金・預金 ： 現金及び預金。 

未収金 ： 独立行政法人の通常の業務活動において発生した未収入

金。 

その他（流動資産） ： たな卸資産、前渡金等、１年以内に費用、現金化できるもの

（上記流動資産を除く。）。 

建物等 ： 建物、構築物、機械及び装置、工具器具備品等、業務活動

の用に供するための固定資産。 

建物等減価償却累計額 ： 建物等、固定資産の減価償却費の累計額。 

建物等減損損失累計額 ： 固定資産の使用可能性を著しく低下させる変化が生じたこ

と等により減損が認識された建物等、固定資産の減損損失

の累計額。 

土地 ： 業務活動の用に供するための土地。 

土地減損損失累計額 ： 固定資産の使用可能性を著しく低下させる変化が生じたこ

と等により減損が認識された土地の減損損失の累計額。 

建設仮勘定 ： 業務活動の用に供することを目的に建設又は製作途中にあ

る固定資産。 

産業財産権 ： 特許権、実用新案権、意匠権及び商標権。 

ソフトウェア ： 業務活動の用に供するためのソフトウェア。 

その他の無形固定資産 ： 電話加入権、産業財産権仮勘定及びソフトウェア仮勘定。 

投資その他の資産 ： 敷金・保証金、長期前払費用等（固定資産のうち有形固定

資産、無形形固定資産、繰延資産に属するものを除く。）。 

運営費交付金債務 ： 独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運

営費交付金のうち、未実施の部分に該当する債務残高。 

未払金 ： 独立行政法人の通常の業務活動において発生した未払

金。 

その他（流動負債） ： 預り寄附金、前受金、預り金、引当金等１年以内に支払期

限が到来する上記以外の流動負債。 

資産見返負債 ： 運営費交付金・寄附金・無償譲与・補助金等の財源で取得

した固定資産の見合いで負債に計上される。 

長期預り寄附金 ： 寄附者がその使途を特定し、寄附の目的に従った業務を行

うもの。 

長期リース債務 ： 契約期間が１年を超えるファイナンス・リース契約に基づく長

期リース債務。 

退職給付引当金  ： 将来の退職手当の費用を当期の費用として見越し計上する

もの。 

政府出資金  ： 国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構

成。 

資本剰余金  ： 国から交付された施設費や寄附金などを財源として取得し

た資産で独立行政法人の財産的基礎を構成するもの。 

利益剰余金  ： 独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

 

 

② 損益計算書 

経常費用 

研究業務費 ： 独立行政法人の研究業務に要した費用。 

人件費（研究業務費）  ： 給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の研究業務に係

る職員等に要する経費。 
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減価償却費 （研究業務費） ： 研究業務に要する固定資産の取得原価をその耐用年数に

わたって費用として配分する経費。 

その他（研究業務費） ： 研究業務に要する経費（上記、人件費、減価償却費を除

く。）。 

一般管理費 ： 独立行政法人の管理運営に要した費用。 

人件費（一般管理費） ： 給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の管理運営に係

る職員等に要する経費。 

減価償却費（一般管理費） ： 管理運営に要する固定資産の取得原価をその耐用年数に

わたって費用として配分する経費。 

その他（一般管理費） ： 管理運営に要する経費（上記、人件費、減価償却費を除

く。）。 

財務費用 ： 独立行政法人の財務に要した費用。 

支払利息 ： ファイナンスリースに係る支払利息等に要する経費。 

経常収益 

運営費交付金収益 ： 国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した

収益。 

物品受贈収益 ： 譲与を受けた固定資産。  

知的所有権収益 ： 特許権等の知的所有権により得た収益。 

研究収益 ： 資金提供型共同研究収入、受託出張収入、計量標準手数

料、依頼分析試験収入等、業務活動から得た収益。 

受託収益  ： 国、民間等から受託研究費を受けたことにより得た収益。 

その他（経常収益） ： 上記以外の経常収益。 

臨時損益  ： 固定資産の除売却損益、災害損失等。 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 ： 前中期目標期間において自己財源で取得した固定資産の

減価償却費及び除却相当額を当期において取り崩した額、

並びに前中期目標期間中に承認された目的積立金等の取

り崩し額。 

 

 

③ キャッシュ・フロー計算書  

業務活動によるキャッシュ・フロー ： 独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を表

し、サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサービ

スの購入による支出、人件費支出等。 

研究業務支出 ： 独立行政法人の研究業務活動に要した支出額。 

人件費支出 ： 独立行政法人の業務活動に要した人件費支出額。 

その他の業務支出 ： 独立行政法人の業務活動に要した支出額 

（上記研究業務及び人件費支出を除く。）。 

科研費等預り金支出 ： 研究者への個人助成金の経理委任を受け、研究業務として

執行管理を行うもの。 

運営費交付金収入 ： 国からの運営費交付金収入。 

受託収入 ： 国、民間等からの受託研究により得た収入。 

科研費等預り金収入 ： 研究者への個人助成金の経理委任を受け、研究業務として

執行管理を行うもの。 

その他の業務収入 ： 独立行政法人の業務活動により得た収入（上記、運営費交

付金収入及び受託収入を除く。）。 

投資活動によるキャッシュ・フロー ： 将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動

に係る資金の状態を表し、固定資産や有価証券の取得・売

却等による収入・支出。 

財務活動によるキャッシュ・フロー ： 増資等による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借

入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済など。 
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④ 行政サービス実施コスト計算書 

業務費用 ： 独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち、独

立行政法人の損益計算書に計上される費用。 

自己収入等 ： 知的所有権収益、研究収益、受託収益等。 

その他の行政サービス実施コスト ： 独立行政法人の損益計算書に計上されないが、行政サービ

スの実施に費やされたと認められるコスト。 

損益外減価償却相当額 ： 償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定

されないものとして特定された資産の減価償却費及び除売

却相当額（損益計算書には計上していないが、累計額は貸

借対照表に記載されている。）。 

損益外減損損失相当額 ： 特定償却資産及び非償却資産について独立行政法人が中

期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減

損損失相当額（損益計算書には計上していないが、累計額

は貸借対照表に記載されている。）。 

損益外除売却差額相当額       ： 通則法第４６条の２に基づく不要財産の譲渡取引で生じた譲渡 

差額及び主務大臣が国庫納付額から控除を認めた費用等。 

引当外賞与見積額 ： 財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場

合の賞与引当金見積額（損益計算書には計上していないが、

仮に引き当てた場合に計上したであろう賞与引当金見積額

を貸借対照表に注記している。）。 

引当外退職給付増加見積額 ： 財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場

合の退職給付引当金増加見積額（損益計算書には計上して

いないが、仮に引き当てた場合に計上したであろう退職給付

引当金見積額を注記している。）。 

機会費用 ： 国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料

により賃借した場合の本来負担すべき金額など。 

法人税等及び国庫納付額 ： 納付すべき法人税等の額に法人税等調整額を加減した額

及び損益計算書上の費用に計上された国庫納付額。 
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４．財務情報 
 

（１） 財務諸表の概要 
① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、利益剰余金（又は繰越欠損金）、キャ

ッシュ･フローなどの主要な財務データの経年比較・分析（内容・増減理由） 
（経常費用） 

平成２９年度の経常費用は１００，２３１百万円と、前年度比１０，６６８百万円増（１１．９％増）
となっている。これは、研究業務費が前年度比１０，９１８百万円増（１３．３％増）、一般管理費
が前年度比２６５百万円減（３．６％減）となったことなどが主な要因である。 

（経常収益） 

平成２９年度の経常収益は１０３，４４５百万円と、前年度比１２，９４８百万円増（１４．３％増）

となっている。これは、運営費交付金収益が前年度比３，３４９百万円増（５．３％増）、受託収益

が前年度比６，３９４百万円増（３８．８％増）となったことなどが主な要因である。 

（当期総損益） 

上記経常損益の状況及び固定資産の除却等による臨時損益△１５１百万円並びに前中期目

標期間繰越積立金取崩額３，４３１百万円を計上した結果、平成２９年度当期総利益６，４９４百

万円と、前年度比３，５７９百万円増（１２２．８％増）となっている。 

（資産） 

平成２９年度末現在の資産合計は３２３，４８７百万円と、前年度末比２５，０２１百万円減（７．

２％減）となっている。これは、建物等の有形固定資産が前年度比３０，４８９百万円減（９．６％

減）となったことが主な要因である。 

（負債） 

平成２９年度末現在の負債合計は５９，０９６百万円と、前年度末比３９８百万円増（０．７％

増）となっている。これは、預り施設費が１，２７３百万円増（前年度無し）となったこと、固定資産

取得等に係る未払金が２，１４９百万円増（４２．３％増）となったこと、資産見返負債が３，５７５

百万円減（１２．０％減）となったことが主な要因である。 

（利益剰余金） 

平成２９年度利益剰余金は１５，２１７百万円で、その内訳は前中期目標期間繰越積立金１，

３０７百万円、積立金７，４１７百万円、当期未処分利益６，４９４百万円である。 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２９年度の業務活動によるキャッシュ・フローは１５，４０８百万円と、前年度比１，３４２百

万円減となっている。これは、運営費交付金収入等による収入が２，４６０百万円増となったこと、

研究業務支出等による支出が前年度比３，８０２百万円増であったことが要因である。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２９年度の投資活動によるキャッシュ・フローは△１１，４１５百万円と、前年度比１，９７４

百万円減となっている。これは、有形固定資産の取得による支出が前年度比１１，０９７百万円

増であったこと、施設費による収入が前年度比９，１１３百万円増であったことが主な要因であ

る。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２９年度の財務活動によるキャッシュ・フローは△３５２百万円と、前年度比２６３百万円

減であり、ファイナンス・リースによる支出が要因である。    
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表 主要な財務データの経年比較 （単位：百万円） 

区 分 
平成 25年

度 

平成 26年

度 

平成 27年

度 

平成 28年

度 

平成 29年

度 

経常費用 
85,576 90,456 88,925 89,563 100,231 

経常収益 
85,326 92,559 90,171 90,496 103,445 

当期総利益 
658 2,149 4,502 2,915 6,494 

資産 
353,744 374,832 357,348 348,508 323,487 

負債 
67,686 64,354 54,531 58,697 59,096 

利益剰余金 
11,596 13,569 12,342 12,155 15,217 

業務活動によるキャッシュ・フロー 
9,071 8,480 10,623 16,749 15,408 

投資活動によるキャッシュ・フロー 
△ 14,070 △8,121 △17,338 △9,441 △11,415 

財務活動によるキャッシュ・フロー 
0 △1 △10 △89    △352 

資金期末残高 
18,903 19,261 12,537 19,756 23,397 

（注１）第４期中長期計画の期間：平成２７年度～平成３１年度（５年間） 

（注２）前年度と比較して著しく変動している理由 

・平成２５年度の負債が前年度と比較して増加している理由は、福島県再生可能エネルギー研究開発

拠点整備等の未払金等によるものである。 

・平成２５年度の投資活動キャッシュ・フローが前年度と比較して減少している理由は、有形固定資産の

取得による支出が減少したことによるものである。 

・平成２６年度の当期総利益および利益剰余金が前年度と比較して増加している理由は、平成２６年度

が中期目標期間最終年度のため、運営費交付金債務の全額を収益に振り替えたことによるものであ

る。 

・平成２６年度の投資活動によるキャッシュ・フローが前年度と比較して増加している理由は、施設費に

よる収入の増加によるものである。 

・平成２７年度の当期総利益が前年度と比較して増加している理由は、当中長期目標期間の業務の財

源として繰越の承認を受けた額から前中期目標期間において自己財源で取得した固定資産の減価償

却費相当額を取崩したことによるものである。 

・平成２８年度の業務活動によるキャッシュ・フローが前年度と比較して増加している理由は国庫納付金

の支払いが発生しなかったことによるものである。 

・平成２８年度の投資活動によるキャッシュ・フローが増加している理由は、有形固定資産の取得による

支出が減少したことによるものである。 

・平成２９年度の経常費用が前年度と比較して増加している理由は、固定資産の残存価額に関する会

計上の見積りの変更による減価償却費の増加によるものである。 
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② セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 
 セグメント事業損益は主に自己収入で購入した固定資産の規模により増減している。 

事業損益は３，２１３百万円と、前年度比２，２８０百万円増となっている。これはその他本部機能業

務の損益の増加が主な要因である。 

エネルギー・環境領域からその他本部機能の各業務の事業損益は、エネルギー・環境領域業務が

前年度比７００百万円減（４８８．２％増）、生命工学領域業務が前年度比１３３百万円減（６４５．１％

減）、情報・人間工学領域業務が前年度比１４百万円減（４．０％減）、材料・化学領域業務が前年度比

３００百万円減（２５３．１％増）、エレクトロニクス・製造領域業務が前年度比４３９百万円減（１，３２７．

５％減）、地質調査総合センター業務が前年度比１６９百万円減（１６５．９％減）、計量標準総合センタ

ー業務が前年度比２９１百万円減（５４８．４％増）、その他本部機能業務が前年度比４，２１５百万円

増（１７７，９３３．８％増）、法人共通が前年度比１１１百万円増（１５．１％増）となっている。 

 

表  事業損益の経年比較（セグメント情報） （単位：百万円） 

年 度 

区 分 H25 H26 
年度 

区分 
H27 H28 H29 

エネルギー・環境領域 645 △143 △843 

生命工学領域 △120 21 △113 

情報・人間工学領域 17 359 345 

材料・化学領域 593 △119 △419 

エレクトロニクス・製造領域 432 33 △406 

地質調査総合センター △177 102 △67 

計量標準総合センター △130 △53 △344 

その他本部機能 159 △2 4,213 

法人共通 △172 735 847 

合計 1,246 933 3,213 

 

第１号業務 
1,918 2,810 

第 2号業務 
166 393 

第 3号業務 
86 506 

第 4号業務 
△124 1,488 

法人共通 △2,296 △3,094 

合計 
△250 2,103 

（注１） 第４期中長期計画の期間：平成２７年度～平成３１年度（５年間） 

（注２） 独立行政法人会計基準等の改定に伴い、平成２７年度よりセグメント区分を一定の事業等のまとまりごとの

区分に変更しており５ヵ年での経年分析が業務上困難なため、平成27年度から平成29年度の経年比較を行

っている。 

（注３） 前年度と比較して著しく変動している理由 

・平成２９年度のその他本部機能の事業損益が前年度と比較して増加している理由は、受託収益による収入

の増加によるものである。 

 

③ セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 

総資産は３２３，４８７百万円と、前年度比２５，０２１百万円減（７．２％減）となっている。これは固定

資産が３０，２９５百万円減となったことが要因である。 

エネルギー・環境領域からその他本部機能の各業務及び法人共通の総資産は、エネルギー・環境

領域業務が前年度比１０，２３０百万円減（１４．３％減）、生命工学領域業務が前年度比５，４２８百万

円減（１４．４％減）、情報・人間工学領域業務が前年度比７４０百万円減（２．７％減）、材料・化学領域

業務が前年度比６，０６２百万円減（１２．６％減）、エレクトロニクス・製造領域業務が前年度比５，９６

１百万円減（１４．９％減）、地質調査総合センター業務が前年度比１，３８０百万円減（４．８％減）、計

量標準総合センター業務が前年度比３，６９８百万円減（１０．４％減）、その他本部機能業務が前年度

比７３百万円増（０．３％増）、法人共通が前年度比８，４０６百万円増（２４．１％増）となっている。 
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表 総資産の経年比較（セグメント情報） 

年 度 

区 分 
H25 H26 

年度 

区分 
H27 H28 H29 

エネルギー・環境領域 60,687 71,466 61,236 

生命工学領域 32,534 37,808 32,379 

情報・人間工学領域 19,305 27,331 26,591 

材料・化学領域 40,374 48,145 42,082 

エレクトロニクス・製造領域 39,214 40,031 34,070 

地質調査総合センター 32,181 28,477 27,096 

計量標準総合センター 31,717 35,551 31,853 

その他本部機能 25,588 24,792 24,865 

法人共通 75,749 34,908 43,314 

合計 357,348 348,508 323,487 

 

第１号業務 
238,168 256,214 

第 2号業務 
25,115 25,219 

第 3号業務 
32,186 34,169 

第 4号業務 
32,305 32,561 

法人共通 25,970 26,670 

合計 
353,744 374,832 

（注１）第４期中長期計画の期間：平成２７年度～平成３１年度（５年間） 

 

④ 目的積立金の申請状況、取崩内容等 
 当期総利益６，４９４百万円のうち、中長期計画の剰余金の使途において定めた施設の新営、増改

築及び改修、廃止等に充てるため、１６百万円を目的積立金として申請している。また、前中期目標

期間において自己財源で取得した固定資産の減価償却費及び除却相当額等の前中期目標期間繰

越積立金 3,431百万円を取り崩している。 

 

⑤ 行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 
平成２９年度の行政サービス実施コストは１００，３２８百万円と、前年度比２１，１９１百万円増（２６．

８％増）となっている。これは損益外減価償却相当額が前年比２０，９４４百万円増（１６８．２％増）、業

務費用が前年比１，７７９百万円増（２．７％増）となったことが主な要因である。 

 

表  行政サービス実施コストの経年比較  （単位：百万円） 

区 分 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

業務費用 66,673 70,296 62,252 64,787 66,566 

  うち 損益計算書上の費用 87,023 91,069 89,488 91,172 100,453 

  うち （控除）自己収入等 △ 20,350 △20,773 △27,236 △26,385 △33,887 

損益外減価償却相当額 12,682 1,927 12,214 12,451 33,394 

損益外減損損失相当額 612 648 2,746 357 428 

損益外除売却差額相当額 154 326 119 41 0 

損益外利息費用相当額 - - - - - 

引当外賞与見積額 303 △11 496 148 41 

引当外退職給付増加見積額 △5,951 △91 566 35 △1,072 

機会費用 2,033 1,366 224 1,319 970 

 （控除）法人税等及び国庫納付額 - - - - - 

行政サービス実施コスト 76,506 84,461 78,618 79,137 100,328 

（注１）第４期中長期計画の期間：平成２７年度～平成３１年度（５年間） 
（注２）前年度と比較して著しく変動している理由 

・平成２９年度の損益外減価償却相当額が前年度と比較して増加している理由は、固定資産の残存価額に関する

会計上の見積りの変更による損益外減価償却累計額の増加によるものである。 
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（2） 重要な施設等の整備等の状況 
 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

    人工知能に関するグローバル研究拠点 柏ハブ拠点整備（AIデータセンター棟）（取得価格：1,034百

万円） 

 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 
    人工知能に関するグローバル研究拠点 柏ハブ拠点整備（研究棟） 

    人工知能に関するグローバル研究拠点 臨海ハブ拠点整備（研究棟） 

    高機能ＩｏＴデバイスに関する研究拠点整備 

 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 
北海道センターＦ１棟及び付帯設備の処分（取得価格：125百万円、減価償却累計額：114百万円） 

北海道センターＦ４棟及び付帯設備の処分（取得価格：22百万円、減価償却累計額：20百万円） 

関西センター電池実験棟新館及び付帯設備の処分（取得価格：83百万円、減価償却累計額：43百万

円） 

関西センター電池収納室１及び付帯設備の処分（取得価格：5百万円、減価償却累計額：3百万円） 

関西センター電池収納室２及び付帯設備の処分（取得価格：5百万円、減価償却累計額：3百万円） 

関西センター機械材料試験工場及び付帯設備の処分（取得価格：129百万円、減価償却累計額：72

百万円）
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（３）予算及び決算の概要 
  

（単位：百万円） 

区  分 
平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入                
 運営費交付金 59,113 59,113 62,441 62,441 63,767 63,767 66,428 66,428 63,521 63,521 * 

 施設整備費補助金 13,438 11,383 0 33,490 0 4,634 24,998 0 0 9,160 （注１） 

 受託収入 9,355 13,186 7,863 16,377 13,854 19,721 14,830 15,476 21,030 24,705 （注２） 

 その他収入 7,726 10,354 6,927 8,925 11,797 10,815 12,763 11,029 14,348 11,129 （注２） 

 目的積立金取崩額     - - - - - -  

  計 89,632 94,036 77,231 121,234 89,418 98,938 119,019 92,932 98,899 108,514  

支出            

 業務経費 56,352 70,358 58,765 70,354 67,193 59,823 69,624 64,755 70,793 65,754  

 施設整備費 13,438 11,585 0 32,758 0 4,633 24,998 991 0 7,323 （注１） 

 受託経費 8,059 12,069 6,772 14,425 12,240 19,228 13,254 15,216 20,497 24,234 （注２） 

 間接経費 11,783 8,440 11,694 9,393 9,985 8,337 11,143 8,878 7,608 7,267  

  計 89,632 102,452 77,231 126,930 89,418 92,020 119,019 89,841 98,899 104,577  
※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

※第４期中長期計画の期間：平成２７年度～平成３１年度(５年間) 

 
（注１） 施設整備費補助金は、前年度に交付決定を受けて当年度に概算払い及び精算払いを受けているため、予算金額に比して決算金額が多額となっております。 

（注２） 予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。 

 

その他 

*運営費交付金の予算金額及び決算金額には、東日本大震災復興特別会計（1,080,000,000円）を含んでおります。
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（４） 経費削減及び効率化に関する目標及びその達成状況 
①経費削減及び効率化目標 

当法人において、運営費交付金事業は、新規に追加されるもの、拡充分等は除外した上で、一般管

理費（人件費を除く。）及び業務経費（人件費を除く。）の合計については前年度比１．３６％以上の削減

をすることを目標としている。 

当法人では平成２９年度から、一般管理費（人件費を除く。）及び業務経費（人件費を除く。）の合計に

ついて効率化として前年度比△１．３６％を係数として乗じた運営費交付金の交付を受けており、交付時

点において既に効率化目標を達成している。 

 

②上記目標の達成度合いを測る財務諸表等の科目（費用等）の経年比較 

 （単位：百万円） 

区分 前中期目標 

期間終了年度 
当中長期目標期間 

金額 比率 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

金額 比率 金額 

（注 1） 

比率 金額 

（注 2） 

比率 

一般管理費 6,167 100％ 6,117 99.1％ 7,077 114.7％ 6,194 100.4％ 

業務経費 63,267 100％ 50,717 80.1％ 55,133 87.1％ 54,509 86.1％ 

 

※本表は平成 26年度の運営費交付金執行額を 100％とし、本年度の執行額の比率を算出している。 

（注 1）平成 27年度補正予算執行額 900百万円を含んでいない。 

（注 2）平成 28年度補正予算執行額 1,754百万円を含んでいない。 
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５．事業の説明 

 

（１） 財源の内訳 

①内訳 
独立行政法人会計基準等の改訂に伴い、平成２７年度より、セグメント区分を一定の事業等のまとま

りごとの区分に変更した。 

当法人の経常収益は１０３，４４５百万円で、その内訳は、運営費交付金収益６６，０９３百万円（収益

の６３．９％）、受託収益２２，８８３百万円（２２．１％）、研究収益７，６４３百万円（７．４％）などとなって

いる。これを業務別に区分すると、エネルギー・環境領域業務では、運営費交付金収益１１，３０８百万

円（事業収益の５８．５％）、受託収益５，２８３百万円（２７．３％）、研究収益１，６２９百万円（８．４％）な

ど、生命工学領域業務では、運営費交付金収益６，６９８百万円（７１．６％）、受託収益１，５２０百万円

（１６．２％）、研究収益５５０百万円（５．９％）など、情報・人間工学領域業務では、運営費交付金収益６，

９９９百万円（５６．１％）、受託収益４，１０５百万円（３２．９％）、研究収益１，１６５百万円（９．３％）など、

材料・化学領域業務では、運営費交付金収益９，０７７百万円（６９．１％）、受託収益１，９０７百万円（１

４．５％）、研究収益１，２３８百万円（９．４％）など、エレクトロニクス・製造領域業務では、運営費交付

金収益７，５４８百万円（６７．２％）、受託収益１，４１７百万円（１２．６％）、研究収益８５２百万円（７．

６％）など、地質調査総合センター業務では、運営費交付金収益５，５３４百万円（７０．８％）、受託収益

１，８９９百万円（２４．３％）、研究収益２５９百万円（３．３％）など、計量標準総合センター業務では、運

営費交付金収益７，０４７百万円（７４．８％）、受託収益８０３百万円（８．５％）、研究収益７２０百万円（７．

６％）など、その他本部機能業務では、運営費交付金収益５，６５５百万円（４４．７％）、受託収益５，２７

９百万円（４１．８％）、知的所有権収益３５５百万円（２．８％）など、法人共通では、運営費交付金収益

６，２２７百万円（７７．６％）などとなっている。 

 

②自己収入の明細 
当法人では、鉱工業の科学技術に関する研究及び開発、地質調査、計量標準に関わる業務、また

それらの研究成果の普及に関連した業務の収入として、３５，８３４百万円の自己収入を得ている。この

自己収入の全体の６９％（２４，７０５百万円）は受託研究収入であり、主な収入先は、経済産業省（１

２％）、その他省庁（４％）、新エネルギー・産業技術総合開発機構（６０％）、その他公益法人（２０％）、

民間企業（３％）となっている。 

受託収入以外のその他収入は、主に資金提供型における共同研究収入６，５３４百万円（全体の１

８％）、知的所有権収入４２９百万円（同１％）、科学研究費補助金（科研費）など個人助成金からの間

接経費５４５百万円（同２％）となっている。共同研究収入の約９４％（６，１５２百万円）は民間企業から

の提供資金である。 

その他収入にはこのほかオープンイノベーションにおける共用研究設備、研究機器等の共用施設利

用料（８５８百万円）、文部科学省等からの機関補助金（９９０百万円）、技術研究組合事業等における

土地・建物使用料や人頭経費（５１１百万円）、計量法にもとづく計量器の検定料（１２７百万円）、地質、

計量等の研究成果普及品の頒布収入（５６百万円）などがある。 

 

（２） 財務情報及び業務実績の説明 
ア エネルギー・環境領域業務 

エネルギー・環境領域では新エネルギーの導入を促進する技術、エネルギーを高密度で貯蔵す

る技術、エネルギーを効率的に変換・利用する技術、エネルギー資源を有効に活用する技術、及び

環境リスクを評価・低減する技術を開発する。 

業務の財源は、運営費交付金（１１，３０８百万円）、受託収益（５，２８３百万円）、研究収益（１，６

２９百万円）などとなっている。 

業務に要する費用は、研究業務費２０，１８７百万円（人件費７，８００百万円、減価償却費５，７８

５百万円等）、一般管理費１，５５７百万円となっている。 
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イ 生命工学領域業務 

生命工学領域では創薬基盤技術、医療基盤・ヘルスケア技術、及び生物機能活用による医薬原

材料等の物質生産技術を開発する。 

業務の財源は、運営費交付金（６，６９８百万円）、受託収益（１，５２０百万円）、研究収益（５５０

百万円）などとなっている。 

業務に要する費用は、研究業務費９，４７１百万円（人件費４，７８０百万円、減価償却費１，５３４

百万円等）、一般管理費７３０百万円となっている。 

ウ 情報・人間工学領域業務 

情報・人間工学領域では情報技術の研究と人間工学の研究を統合し、ビッグデータから価値を

創造する人工知能技術、産業や社会システムの高度化に資するサイバーフィジカルシステム技術、

快適で安全な社会生活を実現する人間計測評価技術、産業と生活に革命的変革を実現するロボッ

ト技術を開発する。  

業務の財源は、運営費交付金（６，９９９百万円）、受託収益（４，１０５百万円）、研究収益（１，１６

５百万円）などとなっている。 

業務に要する費用は、研究業務費１２，１３１百万円（人件費５，８１６百万円、減価償却費１，３８

９百万円等）、一般管理費９３５百万円となっている。 

エ 材料・化学領域業務 

材料・化学領域では材料の研究と化学の研究を統合し、グリーンサステイナブルケミストリーの推

進及び化学プロセスイノベーションの推進に取り組むとともに、ナノカーボンをはじめとするナノ材料

の開発とその応用技術、新たなものづくり技術を牽引する無機能材料、及び省エネルギー社会構

築に貢献する先進構造材料と部材を開発する。 

業務の財源は、運営費交付金（９，０７７百万円）、受託収益（１，９０７百万円）、研究収益（１，２３

８百万円）などとなっている。 

業務に要する費用は、研究業務費１３，５４９百万円（人件費６，６１３百万円、減価償却費３，１７

３百万円等）、一般管理費１，０４５百万円となっている。 

オ エレクトロニクス・製造領域業務 

エレクトロニクス・製造領域ではエレクトロニクスの研究と製造技術の研究を統合し、情報通信シ

ステムの高性能化および超低消費電力化技術、もののインターネット化に対応する製造およびセン

シング技術、ものづくりにおける産業競争力強化のための設計・製造技術、及び多様な産業用部材

に適用可能な表面機能付与技術を開発する。 

業務の財源は、運営費交付金（７，５４８百万円）、受託収益（１，４１７百万円）、研究収益（８５２

百万円）などとなっている。 

業務に要する費用は、研究業務費１１，６３８百万円（人件費５，２９３百万円、減価償却費２，９３

０百万円等）、一般管理費８９７百万円となっている。 

カ 地質調査総合センター業務 

地質調査総合センターでは地質調査のナショナルセンターとしての地質情報の整備、レジリエント

な社会基盤の構築に資する地質の評価、地圏の資源と環境に関する評価と技術の開発、及び地質

情報の管理と社会利用促進を行う。 

業務の財源は、運営費交付金（５，５３４百万円）、受託収益（１，８９９百万円）、研究収益（２５９

百万円）などとなっている。 

業務に要する費用は、研究業務費７，８６０百万円（人件費３，７７０百万円、減価償却費９２０百

万円等）、一般管理費６０６百万円となっている。 

キ 計量標準総合センター業務 

計量標準総合センターでは計量標準の整備と利活用促進、法定計量業務の実施と人材の育成、

計量標準の普及活動、及び計量標準に関連した計測技術の開発を行う。 

業務の財源は、運営費交付金（７，０４７百万円）、受託収益（８０３百万円）、研究収益（７２０百万

円）などとなっている。 

業務に要する費用は、研究業務費９，７７０百万円（人件費４，６７５百万円、減価償却費２，４２０

百万円等）、一般管理費７５３百万円となっている。 

ク その他本部機能業務 
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その他本部機能ではイノベーション推進本部及びＴＩＡ推進センターにおける業務を行う。 

業務の財源は、運営費交付金（５，６５５百万円）、受託収益（５，２７９百万円）、知的所有権収益

（３５５百万円）などとなっている。 

業務に要する費用は、研究業務費８，４２７百万円（人件費３，１７０百万円、減価償却費１，６０８

百万円等）、一般管理費６５０百万円となっている。 

 

※ なお、アからクの各項に記載されている業務に要する費用のうち一般管理費は、法人全体として発

生する費用であり、合理的な配賦基準を設定することが困難であるため、各項の事業費総額により

按分した金額を参考値として記載している。
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６．事業等のまとまりごとの予算・決算の概況 
【平成 29年度：法人全体】                                                    （単位：百万円） 

区  分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入            

 運営費交付金 

  うち エネルギー・環境領域 

 生命工学領域 

 情報・人間工学領域 

 材料・化学領域 

 エレクトロニクス・製造領域 

 地質調査総合センター 

 計量標準総合センター 

 その他本部機能 

 法人共通 

63,521  

11,059 

6,734 

6,411 

8,615 

6,740 

5,354 

6,719 

5,502 

6,387 

63,521  

10,660 

6,649 

6,575 

8,828 

6,870 

5,584 

6,574 

5,572 

6,210 

0  

△ 399 

△ 85 

164 

213 

130 

230 

△ 145 

70 

△ 177 

* 

 施設整備費補助金 

うち エネルギー・環境領域 

 生命工学領域 

 情報・人間工学領域 

 材料・化学領域 

 エレクトロニクス・製造領域 

 地質調査総合センター 

 計量標準総合センター 

 その他本部機能 

 法人共通 

0  

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

9,160  

0 

0 

462 

0 

0 

0 

0 

0 

8,697 

9,160  

0 

0 

462 

0 

0 

0 

0 

0 

8,697 

（注１） 

 受託収入 

  うち エネルギー・環境領域 

 生命工学領域 

 情報・人間工学領域 

 材料・化学領域 

 エレクトロニクス・製造領域 

 地質調査総合センター 

 計量標準総合センター 

 その他本部機能 

 法人共通 

21,030  

4,656 

1,084 

1,761 

2,472 

2,061 

7,601 

680 

184 

533 

24,705  

6,301 

1,653 

3,961 

2,070 

1,577 

2,048 

871 

5,501 

724 

3,674  

1,644 

569 

2,200 

△ 402 

△ 484 

△ 5,552 

191 

5,317 

191 

（注２） 

 その他収入 

  うち エネルギー・環境領域 

 生命工学領域 

 情報・人間工学領域 

 材料・化学領域 

 エレクトロニクス・製造領域 

 地質調査総合センター 

 計量標準総合センター 

 その他本部機能 

 法人共通 

14,348  

3,248 

1,220 

880 

1,487 

1,493 

2,240 

984 

2,107 

689 

11,129  

2,081 

791 

1,558 

1,608 

1,669 

394 

943 

1,471 

615 

△ 3,219  

△ 1,167 

△ 429 

678 

121 

176 

△ 1,847 

△ 41 

△ 636 

△ 74 

（注２） 

  計 98,899  108,514  9,615   

支出        

 業務経費 

  うち エネルギー・環境領域 

70,793  

14,307 

65,754  

11,639 

△ 5,039  

△ 2,668 
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 生命工学領域 

 情報・人間工学領域 

 材料・化学領域 

 エレクトロニクス・製造領域 

 地質調査総合センター 

 計量標準総合センター 

 その他本部機能 

7,954 

7,291 

10,102 

8,233 

7,594 

7,703 

7,609 

7,339 

8,563 

9,916 

8,956 

5,344 

7,173 

6,824 

△ 615 

1,272 

△ 186 

723 

△ 2,251 

△ 530 

△ 785 

 施設整備費 

うち エネルギー・環境領域 

 生命工学領域 

 情報・人間工学領域 

 材料・化学領域 

 エレクトロニクス・製造領域 

 地質調査総合センター 

 計量標準総合センター 

 その他本部機能 

 法人共通 

0  

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

7,323  

0 

0 

463 

0 

0 

0 

0 

0 

6,860 

7,323  

0 

0 

463 

0 

0 

0 

0 

0 

6,860 

（注１） 

 受託経費 

  うち エネルギー・環境領域 

 生命工学領域 

 情報・人間工学領域 

 材料・化学領域 

 エレクトロニクス・製造領域 

 地質調査総合センター 

 計量標準総合センター 

 その他本部機能 

20,497  

4,656 

1,084 

1,761 

2,472 

2,061 

7,601 

680 

184 

24,234  

5,671 

1,692 

4,060 

2,031 

1,693 

2,446 

899 

5,742 

3,736  

1,015 

608 

2,299 

△ 441 

△ 368 

△ 5,155 

219 

5,558 

（注２） 

 間接経費 7,608  7,267  △342   

  計 98,899  104,577  5,678   

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

※予算金額と決算金額の差額の説明 

（注１）施設整備費補助金は、前年度に交付決定を受けて当年度に概算払い及び精算払いを受けているため、予算金額に

比して決算金額が多額となっております。 

（注２）予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。 

 

※その他 

*運営費交付金の予算金額及び決算金額には、東日本大震災復興特別会計（1,080,000,000円）を含んでおります。 
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【平成 29年度：エネルギー・環境領域】                                            （単位：百万円） 

区  分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入       

 運営費交付金 11,059 10,660 △ 399  

 施設整備費補助金 0 0 0  

 受託収入 4,656 6,301 1,644 （注１） 

 その他収入  3,248 2,081 △ 1,167 （注１） 

  計 18,963 19,041 78  

支出     

 業務経費 14,307 11,639 △ 2,668 （注１） 

 施設整備費 0 0 0  

 受託経費 4,656 5,671 1,015 （注１） 

  計 18,963 17,310 △ 1,653  

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

※予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明  

（注１）予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 29年度：生命工学領域】                                                 （単位：百万円） 

区  分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入       

 運営費交付金 6,734 6,649 △ 85  

 施設整備費補助金 0 0 0  

 受託収入 1,084 1,653 569 （注１） 

 その他収入  1,220 791 △ 429 （注１） 

  計 9,038 9,093 54  

支出     

 業務経費 7,954 7,339 △ 615  

 施設整備費 0 0 0  

 受託経費 1,084 1,692 608 （注１） 

  計 9,038 9,032 △ 7  

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

※予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明 

（注１）予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。 
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【平成 29年度：情報・人間工学領域】                                             （単位：百万円） 

区  分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入       

 運営費交付金 6,411 6,575 164  

 施設整備費補助金 0 462 462 （注１） 

 受託収入 1,761 3,961 2,200 （注２） 

 その他収入  880 1,558 678 （注２） 

  計 9,051 12,556 3,504  

支出     

 業務経費 7,291 8,563 1,272 （注２） 

 施設整備費 0 463 463 （注１） 

 受託経費 1,761 4,060 2,299 （注２） 

  計 9,051 13,086 4,035  

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

※予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明 

（注１）施設整備費補助金は、前年度に交付決定を受けて当年度に概算払い及び精算払いを受けた金額のため、予算金額

に比して決算金額が多額となっております。 

（注２）予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 29年度：材料・化学領域】                                                （単位：百万円） 

区  分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入       

 運営費交付金 8,615 8,828 213  

 施設整備費補助金 0 0 0  

 受託収入 2,472 2,070 △ 402 （注１） 

 その他収入  1,487 1,608 121  

  計 12,574 12,506 △ 68  

支出     

 業務経費 10,102 9,916 △ 186  

 施設整備費 0 0 0  

 受託経費 2,472 2,031 △ 441 （注１） 

  計 12,574 11,947 △ 627  

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

※予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明  

（注１）予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。 
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【平成 29年度：エレクトロニクス・製造領域】                                         （単位：百万円） 

区  分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入       

 運営費交付金 6,740 6,870 130  

 施設整備費補助金 0 0 0  

 受託収入 2,061 1,577 △ 484 （注１） 

 その他収入  1,493 1,669 176 （注１） 

  計 10,294 10,115 △ 178  

支出     

 業務経費 8,233 8,956 723  

 施設整備費 0 0 0  

 受託経費 2,061 1,693 △ 368 （注１） 

  計 10,294 10,649 355  

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

※予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明  

（注１）予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 29年度：地質調査総合センター】                                            （単位：百万円） 

区  分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入       

 運営費交付金 5,354 5,584 230  

 施設整備費補助金 0 0 0  

 受託収入 7,601 2,048 △ 5,552 （注１） 

 その他収入  2,240 394 △ 1,847 （注１） 

  計 15,195 8,026 △ 7,169  

支出     

 業務経費 7,594 5,344 △ 2,251 （注１） 

 施設整備費 0 0 0  

 受託経費 7,601 2,446 △ 5,155 （注１） 

  計 15,195 7,790 △ 7,405  

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

※予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明  

（注１）予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。 
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【平成 29年度：計量標準総合センター】                                            （単位：百万円） 

区  分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入       

 運営費交付金 6,719 6,574 △ 145  

 施設整備費補助金 0 0 0  

 受託収入 680 871 191 （注１） 

 その他収入  984 943 △ 41  

  計 8,383 8,388 5  

支出     

 業務経費 7,703 7,173 △ 530  

 施設整備費 0 0 0  

 受託経費 680 899 219 （注１） 

  計 8,383 8,071 △ 311  

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

※予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明  

（注１）予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。 

 

 

 

 

 

 

 

【平成 29年度：その他本部機能】                                                （単位：百万円） 

区  分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入       

 運営費交付金 5,502 5,572 70  

 施設整備費補助金 0 0 0  

 受託収入 184 5,501 5,317 （注１） 

 その他収入  2,107 1,471 △ 636 （注１） 

  計 7,793 12,544 4,751  

支出     

 業務経費 7,609 6,824 △ 785 （注１） 

 施設整備費 0 0 0  

 受託経費 184 5,742 5,558 （注１） 

  計 7,793 12,566 4,773  

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

※予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明  

（注１）予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。 
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【平成 29年度：法人共通】                                                    （単位：百万円）  

区  分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入       

 運営費交付金 6,387 6,210 △ 177  

 施設整備費補助金 0 8,697 8,697 （注１） 

 受託収入 533 724 191 （注２） 

 その他収入  689 615 △ 74 （注２） 

  計 7,608 16,246 8,638  

支出     

 施設整備費 0 6,860 6,860 （注１） 

 間接経費 7,608 7,267 △ 342  

  計 7,608 14,126 6,518  

※百万円未満四捨五入のため、計と一致しないことがある。 

 

※予算金額と決算金額の差額（著しい乖離）の説明  

（注１）施設整備費補助金は、前年度に交付決定を受けて当年度に概算払い及び精算払いを受けた金額のため、予算金額

に比して決算金額が多額となっております。     

（注２）予算金額は過去の実績平均値等から算出していることにより、決算金額との差額が生じております。  
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７．特記すべき事業等の概要 
 

（１） 平成２９年度に受け入れた受託収入等の状況 

資   金   名 件数（テーマ） 決算額（千円） 

受託収入  24,704,575 

（１） 国からの受託収入  4,076,463 

１） 経済産業省  3,087,670 

石油天然ガス基礎調査等委託費 2 1,383,227 

放射性廃棄物処分基準調査等委託費 2 597,507 

エネルギー使用合理化設備導入促進対策調査等

委託費 
8 830,310 

       工業標準化推進事業委託費 2 53,342 

産業技術研究開発委託費 1 119,332 

非化石エネルギー等導入促進対策調査等委託費 1 26,899 

石油製品需給適正化調査等委託費 2 16,244 

化学物質安全対策委託費 2 29,253 

中小企業消費者行政推進調査等委託費 1 31,555 

２） 文部科学省  196,020 

科学技術基礎調査等委託事業 3 182,413 

国家課題対応型研究開発推進事業 1 13,607 

３） 環境省  661,592 

   原子力施設等防災対策等委託費 2 596,486 

   環境保全調査等委託費 1 9,493 

    放射線対策委託費 2 19,210 

試験研究調査委託費 1 14,484 

その他 2 21,919 

４） その他省庁 16 131,181 

（２） 国以外からの受託収入  20,628,112 

１）新エネルギー・産業技術総合開発機構 104 14,916,004 

２）その他公益法人 329 5,039,575 

３）民間企業 132 662,822 

４）受託出張  9,711 

その他収入  11,129,371 

  （１） 資金提供型共同研究収入  6,533,615 

  （２） 知的所有権収入  428,932 

 （３） 技術コンサルティング費  602,102 

  （４） 外部グラント（個人助成金の間接経費分）  544,606 

  （５） その他  3,020,116 

合   計  35,833,946 

※ 千円未満四捨五入のため、合計と一致しないことがある。 
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１） 国からの受託収入 

 

【経済産業省】 

■石油天然ガス基礎調査等委託費 2テーマ 13.8億円 

日本周辺海域に相当量の賦存が期待されているメタンハイドレートを将来のエネルギー資源として利

用可能とするため、平成30年度までに商業的産出のために必要な技術整備を行うための経費、他。  

 

■放射性廃棄物処分基準調査等委託費 2テーマ 6.0億円 

我が国における沿岸部固有の環境を踏まえ、概要調査段階で必要となる地質環境の調査・工学・安

全評価に関する技術開発に取り組むための経費、他。 

 

■エネルギー使用合理化設備導入促進対策調査等委託費 8テーマ 8.3億円 

世界最先端の海外研究機関等と我が国の研究機関等が連携を強化し、省エネ・新エネ技術分野ご

とにターゲットを絞って戦略的に革新的エネルギー技術を創出する国際的共同研究を推進するとともに、

エネルギー分野の技術開発に関する海外の優れたイノベーションシステムを取り込むための経費、

他。 

 

■工業標準化推進事業委託費 2テーマ 0.5億円 

我が国において、燃料電池自動車の本格的な普及を進めるに当たり、水素ステーションにおける水

素燃料取引に使用される計量器に関する国際標準化事業を実施するための経費、他。 

 

■産業技術研究開発委託費 1テーマ 1.2億円 

国際宇宙ステーション（ISS）に搭載したハイパースペクトルセンサにより取得されるデータの利用基

盤技術について、研究開発を実施し、宇宙実証を通じてその実用化に向けて必要なデータ等の取得を

行うための経費。 

 

■非化石エネルギー等導入促進対策調査等委託費 1テーマ 0.3億円 

想定される新設の中低圧水素導管供給システムを実際に運用していく際の維持管理上の課題につ

いて、技術調査等を通じて安全かつ合理的な維持管理方法を明らかにすることにより、水素ガスの工

作物の技術基準の整備に資するための経費。 

 

■石油製品需給適正化調査等委託費 2テーマ 0.2億円 

過去事故を詳細分析して現場作業員が安全に作業するためのチェックポイントを抽出してチェックポ

イント集を充実させ、また、チェックポイントを活用する為の検索システムを構築し、現場レベルでの評

価を受け改善するための経費、他。 

 

■化学物質安全対策委託費  2テーマ 0.3億円 

ナノ安全プロジェクトの成果について、OECDのテストガイドライン又はガイダンスドキュメントとするこ

とを目標に、成果物の手順書を用いたラボ間比較試験を実施し追加データを取得するとともに、OECD

への情報発信や有識者の意見交換等を行い、また、これらの活動から得られた知見を基に、ナノ安全

性プロジェクト成果物である手順書の改良を行うための経費、他。 

 

■中小企業消費者行政推進調査等委託費 1テーマ 0.3億円 

進展する高齢化社会への対応やIoT、AIといった新たな情報技術を活用してより安全性の高い製品

開発をする際に不可欠となるビッグデータの整備を行うための経費。 

 

【文部科学省】 

■科学技術基礎調査等委託事業 3テーマ 1.8億円 

内陸の主要活断層及び沿岸海域の活断層について、各活断層から発生する大地震の発生確率の

算出及び地震規模の推定を高度化し、また地震調査研究推進本部による評価の改訂に資するための
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調査を行い、具体的なデータ取得と総合解析を実施するための経費、他。 

 

■国家課題対応型研究開発推進事業 1テーマ 0.1億円 

高放射線環境下においても安定して動作する半導体イメージセンサの実現をめざし、耐放射線性の

極めて高い半導体である炭化ケイ素を活用した耐放射線半導体イメージセンサを実現するための各種

要素技術を開発するとともに、プロトタイプを試作するための経費。 

 

【環境省】  

■原子力施設等防災対策等委託費 2テーマ 6.0億円 

 火山の特性、地下構造、地球物理学的及び地球化学的調査手法等の最新知見に基づく火山活動に

起因する事象調査から、原子力施設に影響を与える火山活動の可能性をより定量的に評価するため

の評価基準・指標、火山活動モニタリング評価基準・指標に関する知見を整備するための経費、他。 

 

■環境保全調査等委託費 1テーマ 0.1億円 

 水銀を利用しているアジアの採掘現場を調査し、その実態を明らかにするするとともに、採掘時に水

銀利用を伴わない「エシカルジュエリー」を導入する可能性について調査し、調査結果を踏まえた政策

手段や経済的手法を提案するための経費。 

 

■放射線対策委託費 2テーマ 0.2億円 

 水晶体等価線量評価に用いる線量計の試験・校正手法を開発するために、β線標準場のエネルギー

の拡大とＸ線・β線標準場の水晶体等価線量評価に関する実用量の導出によって線量計を試験・校正

できる環境を整備し、水晶体等価線量評価に用いる線量計の試験・校正の実証実験を行うための経費、

他。 

 

■試験研究調査委託費 1テーマ 0.1億円 

環境省設置法第４条第３号の規定に基づいて、関係府省の試験研究機関が実施する地球環境の保

全に関する試験研究費を「地球環境保全試験研究費（地球一括計上）」として環境省において一括して

予算計上し、その配分を通じて国の環境保全に関する試験研究の総合調整を行うための経費。 

 

■その他 2テーマ 0.2億円 

 

【その他省庁】 16テーマ 1.3億円 

 

２） 国以外からの受託収入 
■新エネルギー・産業技術総合開発機構 

平成 29年度は、104テーマを 149.2億円で実施した。 

 

■その他公益法人 

平成 29年度は、329テーマを 50.4億円で実施した。 

 

■民間企業 

平成 29年度は、132テーマを 6.6億円で実施した。 
 

■受託出張 

平成 29年度は、受託出張の経費 0.1億円を受け入れた。 
 

３）その他収入 

 ■資金提供型共同研究収入 

平成 29 年度は、民間企業から 61.5 億円、民間企業以外から 3.8 億円の合計 65.3 億円の資金提供

を受け共同研究を実施した。   
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 ■知的所有権収入 

平成 29 年度は、当所が所有する産業財産権等を企業等に利用させた実施料収入等として 4.3 億円

を獲得した。 

 

 ■技術コンサルティング費 

平成 27 年度から、多様な民間企業ニーズに応えるため、新たに技術コンサルティング制度を新設し、

平成 29年度は 6.0億円を獲得した。 

 

 ■外部グラント 

平成 29年度は、科研費補助金及び研究助成金の経理委任収入（間接経費分）として 5.4億円を受け

入れた。 

 

 ■その他 

平成 29年度は、計量標準供給業務・計量教習業務による手数料収入、地質図幅等の頒布収入、産

学官連携活動の一環として当所施設内で連携先が共同研究等を行うときの経費負担収入及び国等か

らの機関補助金等として、30.2億円を受け入れた。 

 

 


